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石狩市地域包括支援センター運営事業新規委託に係る基本方針

日常生活圏域の石狩地区には 2 カ所の地域包括支援センターがあるが、高齢者人口の増加や総

合相談内容の複雑化等に伴い、各センターの業務量が増加しているのが現状である。そのため、

地域包括支援センターを１カ所増設し３カ所とすることで機能強化を図るものである。

１．業務概要

件 名︓石狩市花川中央（仮）地域包括支援センター運営事業委託

目 的︓ 地域住⺠の⼼⾝の健康の保持及び⽣活の安定のために必要な援助を⾏うことに

より、その保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に⽀援することを⽬的とする。 

業務内容︓別紙仕様書のとおり

業務期間︓令和３年４⽉１⽇から令和４年３⽉３１⽇

２．プロポーザル⽅式の採⽤理由

当事業は地域包括ケアシステム構築の中⼼的な役割を有し、⾼度の専⾨性を必要とすると

ともに、地域住⺠や医療・介護関係者との関係性の構築等、その技術⼒、信頼性や企画⼒及

び創造性が必要であり、また、事業を安定的・継続的に実施できる能⼒等を総合的に判断し

て最適な事業所を選定するため、プロポーザル方式により契約の相手方となる候補者を決定

する。

３．実施形式 公募型

４．参加資格

（１）介護保険法施⾏規則第 140条の 67 に規定する包括的⽀援事業を適切、公正、中⽴かつ

効率的に実施することができる法⼈であって、次に掲げる法⼈（宗教法⼈及び政治活動を

主たる目的とする団体を除く。）とする。

①⽼⼈福祉法第 20 条の７の２第１項に規定する⽼⼈介護⽀援センターの設置者

②医療法⼈

③社会福祉法人

④包括的⽀援事業を実施することを⽬的とする⼀般社団法⼈若しくは⼀般財団法⼈⼜は特

定⾮営利活動法⼈

⑤その他市が適当と認める者

（２）介護保険法に基づく指定を受けてサービスを提供する事業所（ただし、福祉用具貸与・



販売の事業所を除く。）を概ね１年以上運営していること。

５．募集内容

石狩市ホームページに必要事項を掲載し公募する。

６．審査概要

（１）プロポーザル審査委員会

当該プロポーザル実施に当たり、プロポーザル審査委員会を設置する。

（２）プロポーザル審査委員構成

審査委員は７名以下とし、委員構成は、⾏政、学識経験者、医療・介護関係者、⺠⽣

委員児童委員等とする。

（３）審査方法

適格な応募者の企画提案及びプレゼンテーションについて委員が審査する。



別紙

（仮）石狩市花川中央地域包括支援センター運営に関する業務仕様書

１．地域包括支援センター設置の目的

地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医

療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的とする。

２．利用対象者

地域包括支援センターを使用することができる者は、市内に居住する高齢者で日常生活を営むた

めに介護、医療等の支援を必要とする者及びその家族とする。

３．事業

地域包括支援センターは次の事業を行う。

（１）介護保険法第 115 条の 45 第１項第１号のニに掲げる事業（第一号介護予防支援事業）

（２）介護保険法第 115 条の 45 第２項第１号から第３号までに掲げる事業

（３）介護保険法第８条の２第 16 項に規定する介護予防支援事業

（４）石狩市地域包括支援センター運営方針に掲げる項目

４．地域包括支援センターの仕様等

（１）施設については次のとおりとする。

・前項に掲げる事業を実施するために、施設は利用対象者が相談しやすい担当地区内に設置す

るものとする。

・施設は、職員、職員執務室、相談スペース、駐車場、地域包括支援センターの業務システム、

その他業務に必要な職員、施設、設備等を確保するものとする。

（２）職員の配置は次のとおりとする。

・保健師または準ずる者

・社会福祉士または準ずる者

・主任介護支援専門員または準ずる者

・このほか、業務量等を考慮し適切な職員の配置を行うこと。

（３）地域包括支援センターの業務システムについては次のとおりとする。

・地域包括支援センターの業務システムの設置及びソフトウェア保守、ハード保守、システム

サポート、法改正対応、システム更新、プリンタ設置に関する経費は委託者の負担とする。

・システム運用に伴う経費（消耗品、通信費等）は受託者の負担とする。

・地域包括支援センターシステムの操作は専任の職員以外行わないこととする。

５．守秘義務

（１）介護保険法、石狩市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する基準を定める

条例の規定を遵守すること。

（２）配置された職員にあっては、個人情報の取り扱いに十分留意すること。

（３）個人情報を含む媒体等については、鍵付きのロッカーに収納するなど厳密な取り扱いをす

ること。

６．その他の事項

（１）相談窓口としての業務については、併設施設との連携の下に 24 時間対応の体制確保に努

めること。

（２）地域包括支援センター専用電話を設置すること。

（３）保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員（いずれも準ずる者を含む）が作成するサービ

ス計画書は１人当たり原則 40 件（再委託を除く）までとし、超えた分は介護支援専門員を配

置し作成または居宅介護支援事業所に再委託するものとする。

（４）事業内容の周知を図るとともに、地域との連携を確保するため、地域の自治会、民生委員

医療機関、高齢者施設、警察等と連携を図ること。

（５）各種研修会への参加及び異職種との交流により、自己研鑚に努めること。



○石狩市地域包括支援センター運営事業委託公募型プロポーザル審査会設置要領（案）

（趣旨）

第１条 介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 115 条の 45 第１項第１号の二及び第２項に規

定する地域支援事業並びに法第８条の２第 16 項の指定介護予防支援事業等に関する業務

を本市から受託し、同法第 115 条の 46 第１項に規定する地域包括支援センターを設置しよう

とする事業者を公正かつ適正に選考するため、石狩市地域包括支援センター運営事業委託

公募型プロポーザル審査会（以下「審査会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 審査会は、次に掲げる事項の事務を所掌する。

(１)実施要領の確認に関する事項

(２)企画提案書等の審査及び候補者の決定に関する事項

(３)その他必要な事項

（組織）

第３条 審査会は、次に掲げる団体の中から推薦された者及び次に掲げる者 7人以下で構成す

る。

（１）医療関係団体

（２）介護関係団体

（３）石狩市民生委員児童委員協議会

（４）学識経験者

（５）石狩振興局

（６）石狩市企画経済部長

２ 委員の任期は、委託先事業者が決定するまでの期間とする。

３ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職務を退いた後も、また、同様とす

る。

（委員長等）

第４条 委員長は、会務を総理し、審査会を代表する。

２ 委員長は、委員の互選とする。

３ 副委員長は、委員長の指名する委員とし、委員長に事故あるとき又は欠けたときはその職務

を代理する。

（事務局）

第５条 審査会の事務局は、保健福祉部高齢者支援課に置き庶務を行う。

（その他）

第６条 この要領に定めるもののほか、審査会の運営に必要な事項は、委員長が審査会に諮っ

て定める。


